
 

令和５年度 

八代市議会経済企業委員会 視察報告書 

 

 

 

■視察日程 

  令和５年８月７日（月） 

 

 

■視察先 

  ８月７日 午後 大阪府泉佐野市 

 

 

 

■視察参加者 

【委員会】委 員 長    増 田 一 喜 

副委員長    北 園 武 広 

委  員    成 松 由紀夫 

委  員    野 﨑 伸 也 

委  員    橋 本 隆 一 

委  員    堀 口   晃 

 

【随 行】議会事務局   緒 方 康 仁 



■視察先及び目的 

１ 大阪府泉佐野市 

『ふるさと納税について』 

  泉佐野市では、ふるさと納税に関する事業に力を入れており、累計１０００億円

を越える寄付額を集めて、毎年度全国自治体ふるさと納税寄付額ランキングでは常

に上位に位置している。本市においても、令和４年度の寄付額実績は、約２１億８

０００万円で、全国８６位の実績であった。本市も寄付額が増加傾向にある中、さ

らにランキング上位に位置する泉佐野市の推進体制、返礼品を取扱う事業者との連

携やＰＲの手法などの取組を調査する。ふるさと納税の実績は高まるほど地方財政

への貢献度は高まるため、泉佐野市の事例を参考にし、今後の委員会活動に生かす

ことを目的に視察を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



大 阪 府 泉 佐 野 市 

                                         

 

１ 視察日時  令和５年８月７日（月） １５：００～１６：３０ 

 

２ 調査事項  『ふるさと納税について』 

 

３ 調査内容（説明内容） 

※別添資料のとおり 

 

４ 主な質疑応答 

Ｑ１  事業者との信頼関係を築く中で、疑念を持たれることも考えられる。事業者と

の距離感はどうされているか。また、積極的に委託を活用しているとのことだっ

たが、例えば青果物などの返礼品については、支払から梱包、発送、クレーム対

応といった一連の流れに苦慮していると現場からは聞いている。そちらではどの

ようにされているか。 

Ａ１  事業者との対応について、事業者を増やすことが寄付額を増やすことにつなが

ると考えているが、返礼品の新しいトレンドを事業者に対して情報提供する際、

やる気がある事業者はそれに合わせて、新たなものを出してくれるが事業者によ

って温度差はある。しかし、貢献してくれるからといって当該事業者に対して特

別に対応することではない。 

青果物や食べ物というのは、送ると何かしらの問題は生じる。そうした問題が

発生したときの事業者の対応が悪ければ、事業者の登録を落とすこともあり、シ

ビアに対応している。実例として１か月半登録を落とした事業者もあった。委託

業務の１つでコールセンターを設けており、利用者がコールセンターを通じてク

レームを受け付ける仕組みにしている。事業者と利用者が直接やり取りすると問

題の発生や解決が市に見えないところで終わってしまうため、事業者と利用者は

直接やり取りせず、コールセンターを通して処理することで、問題が起こったと

きに、市が状況を把握できるようにしている。新しい返礼品については、荷姿・

梱包版も確認している。以前、箱のサイズと中身のサイズが明らかに違うものも

あった。梱包の仕方によっては送料も変わってくる。 

 

Ｑ２  商品の確認は、ポータルサイトに掲載される前に確認されているとのことだが、

どのようにされているのか。 

Ａ２  直接市で確認しており、中間事業者には任せていない。新規事業者の登録、返

礼品の登録も市で行うようにしている。 



※別添資料 

・調査事項（回答） 

 

※視察の様子 

 

     







経済企業委員会 行政視察所見 

委員名【 野﨑 伸也 】 

◆視察日：令和５年８月 7日（月） 

◆視察先：大阪府泉佐野市 

◆調査項目：ふるさと納税について 

 

１ 泉佐野市におけるふるさと納税の推進に係る取組の体制や事業の概要 

・ふるさと創生課 11名（正職員 7名、任期付き職員 4名） 

・職員が行う必要が無い業務は積極的に委託することで職員は寄付集めに集中する体制を整備 

 コールセンター、配送管理、返礼品事業者管理、支払い代行、寄付金受領照明書の発行、 

発送、ワンストップ特例申請の処理を委託 

・職員は施策方針の決定、新規事業者・返礼品の登録調整、掲載業務委託外の主要サイトの 

掲載業務を行う 

※自治体では珍しく職員にプロ級の内製デザイナー（2名）がいるので 12月の繁忙期で 

も旬を逃さず最短で寄付募集できる体制が構築されている。 

２ 返礼品を取り扱う事業者との連携 

・他自治体と比べ事業者のモチベーションは高いとの自負がある 

 長年一緒に取り組んできた実績と事業者を大切にしてきた信頼関係によるもの 

・泉佐野市がふるさと納税制度除外された復帰後も多くの事業者が参画（戻って）してくれた 

 アマゾンギフト券をオマケにしたキャンペーンで除外業者の 1年先の受注まで確保した 

・2016年から年 1で事業者向けに説明会を実施（コロナ禍はオンライン開催） 

 コミュニケーションを大事にビジネスパートナーとして認めて貰い信頼関係を築くを大切に 

３ 推進のためのＰＲ手法 

・寄付申込のほとんどがインターネットなのでwebが有効、新聞などの紙媒体での広告はしない 

 新聞は購読者の高齢化で電話や紙の申し込みになるので圧倒的に工数（手間）が掛かる 

・ポータルサイトに支払う返礼品費用や送料、成果報酬など削減できた分を広告経費に活用 

 市直営サイト さのちょく からの寄付流入金の活用により経費削減が可能 

４ 今後の課題 

・ふるさと納税は海産物、肉類など人気の地場産品が無いと寄付の受け入れが難しい 

 職員のアイディアと根性だけで乗り切ってきた 

・これまで右肩上がりの市場規模の伸びしろは近年鈍化している 

 一部の見方で市場は飽和状態に近づき今後は限られたパイの奪い合いになる可能性を示唆 

・泉佐野市の地名度はあるがファンを大切にする取り組みを中長期的に取り組んでいきたい 

 

所見 



今回の視察冒頭、泉佐野市議会新田議長様の歓迎挨拶の後、千代松泉佐野市長自ら出席され歓

迎の挨拶を受けた。これまで 10 数年各自治体で視察研修をさせていただいたが市長からの挨拶

は初めてであり感激した。 

ふるさと納税において泉佐野市は全国自治体のトップランナーとしてまた、総務省との制度不

指定訴訟、交付税減額訴訟で有名な自治体。トップランナー自治体の担当職員の方から直接研修

を受ける機会は稀で非常に有難い研修となった。 

ふるさと納税に取組み寄付額を上げるには 人 が大事だとして 

１専門職員の配置 

２自治体組織間の応援体制 

３議会の応援 

を掲げられこれだけ揃えられれば４０～５０いや１００億の寄付額を狙えると力説された。八代

市の状況を鑑みれば１～３すべてが揃った体制が整っていることが確認できた。また、八代市の

ふるさと納税担当職員の方についても泉佐野市担当の方と交流があり、手腕の高い人材と高評価

され褒めていただき誇らしくまた、頼もしく感じた。 

 これからのふるさと納税について市場規模は最大 2兆円を超えるとしながらも現在の利用額は

1 兆円に届かない状況。利用しない人、興味が無い人や利用できない人がいることから既に市場

は飽和状態であり、決められたパイの奪い合いに入る可能性を示唆されていた。よって寄付する

人を増やすこれまでの取組みから 

 ・リピーターを大事にすること 

 ・参画してくれる事業者（パートナー）を大事にすること 

へのシフトとこれまでやってきたことの継続拡大でトップランナーを走る続ける旨、伺った。 

今回、研修時間 1時間半のほぼすべてを担当職員さんからの力説で終始したが、ふるさと納税

に対する気持ちの熱さ、やる気をしっかりとくみ取ることが出来た。八代市においても熱のある

職員さんが担当されていることから今後も更に寄付額が増加していくと期待している。しかし、

10月からの新たな制度（地場産品に限る・返礼品額の減少等）への対応もあることからしっかり

と準備しながら、熾烈な自治体間競争に負けない様、更なる体制、組織作りが必要だと感じた。

今後、八代市職員の方とも今回の研修内容について情報共有を図り、更なる飛躍に繋げたい。 



いては泉佐野市直営である「さのちょく」からの寄付流入によりポータルサイトに支払う手数料を削減

しその費用を広告経費にあてているとの事、実績の積み上げにより体制整備ができていると思われる。

（４）　今後の課題

国における「ふるさと納税」の考え方とのややくい違いがあり、これまでにも全国ニュースになってきて

を図っていることが理解できた。

（３）ふるさと納税推進のためのPR手法

寄付がインターネットを経由しての申し込みが殆どだという現状から、Web広告が有効であるとの事。

泉佐野市においては新聞広告等の紙媒体での広告活動は行っていないとの事であり、合理的な手法

であると思われます。近年はポータルサイトの活用が、殆どの自治体で取り組まれており泉佐野市にお

本市においても専属の担当課の設置について検討してみてはと思われる。

（２）返礼品を取り扱う事業者との連携

　泉佐野氏の事業者は他の自治体と比べるとモチベーションが高いとの事。それは、２０１２年から

ふるさと納税の強化方針により、市と事業者が一緒に取り組んできた事。また、事業者との信頼関係

を大事にしてきたとの事であり、その信頼関係の強さが納税制度除外の後もすぐに、次の取り組みが

に取り組んで行かれる決意を感じた。冒頭述べられた「人を大事にしていく」との方針が土台にあること

が大事であり、本市においても更なる取り組みを要望する。

いる泉佐野市であるが市民の福祉向上や経済の振興をはかることを目的に今後もさらにふるさと納税

 調査項目に関する答弁は別紙の通りであるので添付します。以下各項目の所見を記します。

経済企業委員会　行政視察所見

　　　　委員名【　橋本　隆一　】

◆視察日　：令和５年８月７日（月）

◆視察先：大阪府泉佐野市

◆調査項目：ふるさと納税について

なされたことの要因であるとのことであり、上下関係では無い対等のパートナーとして事業者との連携

（１）ふるさと納税の推進に係る取り組みの体制や事業の概要

　ふるさと納税をを推進する担当課として「ふるさと創生課」が設置してあり、課のコンセプトとして

職員が行う必要の無い業務は積極的に業務委託をしているとの事であり、このことによって職員は

寄付集めに集中することができるとの事。この様な考えは自治体にとって今後さらに必要になってく

ると思われる。

別紙の通り職員の中にデザイナーがいるのでより専門的な取り組みができている事が理解できた。






